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地域統合の意義と開発モデルの再検討

地域統合の意義と開発モデルの再検討

―メキシコとブラジルにおける貿易と産業構造の視点から一

安 原 毅

はじめに

北米自由貿易協定 NAFTA(North Ame五 can Free Trade Agreement)、 南

米南部共同市場メルコスル (Mercosllr:Mercado CoШ m del sllr)発 効か

ら10余年を経て、ラテンアメリカにおける地域統合の意義について肯定的

評価と否定的評価が分かれてきた。。これら1990年代の地域統合が政策的

根拠としたものは、基本的には貿易と直接投資主導で経済成長を目指す開

発モデルであった。したがってその効果の検証にあたっては貿易・資本移

動の量的変化だけでなく、それらが産業構造や雇用に与えた影響の分析が

不可欠である。以上の点ではほぼ全ての論者の合意が得られよう。

そこで本稿ではメキシコ製造業のNAFTA以後の構造変化を分析し、同

国がNAFTAのメリットを享受できない状態にある点をブラジルとの対比

で分析する。特に検証するのは第 1点 として、メキシコの近年の成長率低

下がアメリカ合衆国 (以下、米国)の景気後退による外需減退の結果なの

か、それとも輸出主導型開発モデルの破綻によるのか、第2点 として、ブ

ラジルはメキシコに比べて製造業製品輸出の割合は低く輸出促進政策も遅

れてきたにもかかわらず、何故輸出が製造業全体を牽引する体制が形成さ

れているのか、という点である。第1点については、前者の米国の影響を

重視する見方に従えば長期的に見て外需が拡大すれば再度輸出主導の成長
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が期待できることになるが、後者の開発モデルの破綻とする見方では開発

政策の全体的な再考が必要であることになる。

まず第 I章で米国の景気後退と経常赤字が国際経済全体の問題であるこ

とを確認し、ラテンアメリカ特にメキシコは1990年代のごとき輸出増加は

期待し難いことを示す。そして第Ⅱ章では、NAFTAと メルコスルに関す

る研究を整理して、検証すべき問題点として上述の 2点を導出し、Ⅲ章で

その検証を試みる。

I 米国の経常収支赤字とラテンアメリカ

今日米国の経常赤字は対 GDP比で1995年の1.5%か ら2004年 には5。 7%

と歴史的な水準に拡大しており、中でも対日本 。中国の貿易赤字が高い比

重を占める。この経常赤字については米国一国の財政赤字で説明できる段

階を超えて国際経済全体の問題であるとの認識を示した点で、バーナンキ

(Bemanke 2005)の 世界的貯蓄過剰 (Global Saving Glut)説 が有名であ

る。

しかし先進工業諸国と新興市場諸国に分けて貯蓄・投資の対 GDP比 を

みれば、ともに1998年から2004年まで 3～ 4ポイント低下しつつ両者の乖

離が進み、先進諸国では投資超過を反映して経常赤字は同比ゼロ (1994

年)か ら1.2%(2004年 )に拡大した。一方、新興市場諸国では貯蓄率、

投資率はアジア、ロシアの経済危機以来低下し、2000年以後は投資の増加

が少なく、これが経常黒字の0.2%(2000年 )か ら0.8%(2004年 )ま での

拡大になって現れているの。このとおり、本来は資本輸入国であるべき新

興市場諸国が現在は貯蓄過剰・資本輸出国の状態にある。この点について

ラジヤン (Raan 2005)は 、新興市場諸国政府は技術革新や金融改革等に

よる投資条件の改善に消極的で大胆な金融・財政政策を採る例が少なく、

多くは対先進諸国輸出に過度に依存 した成長を期待する外需依存構造に

陥つていると分析する。この分析はラテンアメリカには当てはまらない点

もあるが、過度の外需依存型開発が不適切だという指摘は重要である。
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図1 先進諸国 :貯蓄,投資,経常収支対GDP比 (%)
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現在のラテンアメリカでは1990年代の著 しい貯蓄投資ギャップと経常赤
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表 1 メキシコ、ブラジル 主要経済指標 (%)

出所 :Comisi6n Econ6mica para Amё Ёca Latina y el CaHbe.2005 Esι %atο  θθο%σηιじοο αθ

スη欲力tθα Lαιをηα ν θι Caπ bθ 2004-2005: 142,143,161,162,261,262.

が低下していると指摘する。この見解によれば、1980年代から1990年代に

かけて試みられた輸出主導型開発のモデルは2000年以後には実現困難なこ

とになり、この分析は特に貿易の対米依存度が高いメキシヨに妥当すると

いえる。つまり対日本 。中国貿易赤字が大きい現段階ではドルが緩やかな

調整段階に入つたとしてもメキシコの対米輸出は1990年代ほどの増加は期

待しがたいし、仮に実現してもそれがメキシコの GDP成長率には貢献し

がたいと考えられる。

I NAF「Aと メルコスルにおける各国の動向 :近年の研究から

NAFTAでは域内貿易の関税・非関税障壁の削減・撤廃、財・サービス

と投資に対する内国民待遇と最恵国待遇、競争力強化、知的財産権保護、

環境保護といつた多岐にわたる規則が設けられた。NAFTA発効によって

メキシコの輸入関税撤廃の対象となった米国製品は同国輸入の50%以上を

占める資本財・中間財で、メキシコの対米輸出も80%が無税となった。一

年次

国・指標
1996 1998 20CXl 2001 2002 2003 2004

メキシコ

GDP成長率

粗投資/GDP 23.5 23.7 20。 7 20.6

国内貯蓄/GDP 24.0 20.6

対外債務総額/GDP 37.2 25.6 23.2

平均失業率 2.2

ブラジル

GDP成長率 2.7

粗投資/GDP 20。 2 21.5 21.2 21.9

国内貯蓄/GDP 17.7 17.5 23.2

対外債務総額/GDP 23.2 24.8 45.7 42.5 33.3

平均失業率 12.3
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方メルコスルは1995年 に4カ 国で発足 し、翌年以後チリ、ボリビア、ペ

ルー、エクアドル、コロンビア、ベネズエラが準加盟国となった。2004年

のブラジル・ペルー間での FTA調印に続き、同年末の第 3回南米サミッ

トでメルコスルとアンデス共同体で南米共同体創設に向けた協力が確認さ

れた0。

本章では l NAFTAと メルコスル構成諸国の貿易と景気循環の連動

化、2 産業構造と全要素生産性 (TFP:Total Factor Producti宙 ty)の変

化、3 雇用と労働生産性、4 資本移動と為替管理、について近年の研

究をサーヴェイする。 1節で扱うメキシコと米国のビジネス・サイクルの

連動化は、NAFTA研究で多く扱われる論点であり、次章でも検討する。

この点ではマクロのみでなく産業別の分析が必要だが、メキシコ、ブラジ

ルでは産業別の固定資本形成や雇用の信頼できる統計が公表されない。そ

こで 2節で主要産業の固定資本形成を独自の方法で推計して TFPを 測定

した研究、 3節では雇用と労働生産性を推定した研究を紹介し、それをⅢ

章で参考に用いる。また両国では通貨危機を経て変動相場制に移行した事

実は看過できない点であり、 4節でこの点の研究を検討する。

1 貿易と景気循環の運動化 (SynchrO面 za轟 on)

メキシコはセデイージョ政権 (1994-2000)下 で他のラテンアメリカ諸

国や欧州連合 (EU15カ 国)と次々にFTAを締結した。また同国とメルコ

スルの間で自動車、同部品の相互の特恵関税供与が定められ、2005年には

ブラジル、アルゼンチンと一定の枠内で無税の貿易が実現している。この

多角的なFTA戦略には、貿易・直接投資で対米依存を相対的に引き下げ

る意図があつたと考えられるが、現実には総輸出中の対米輸出の割合は

2004年末でも86.8%で、対 EU輸出は4.3%に過ぎない。

クエバス、メスマーシヤー、ヴェルネル (Cuevas,Messmacher y

Wemer 2003:13)、 レーダーマン、マローニー、セルヴェン (Lederlnan,

Maloney tt SeⅣ
`n2005:86-97)は

次の回帰式からメキシコ、カナダ等
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各国のGDP成長率を従属変数にとり、米国の同率の影響度を比較する。

んと″=&+βリムχレープ+杉臨 &+μググr+んαr。∠寛グ″ノ十δκ′
『
°zW“ι。  (2.1)

期甕:当該国,地域,産業の年間成長率

んhst:米国の同一産業の成長率

ar:従属変数の米国経済の変化に対する感応度 (sensibilidad)を 示す

ダミー

ここで 7の設定によって 2通 りの推定を行 う。第 1の推定では 7を

1994年以前に 0、 同年以後推定期間の最後まで 1に、第 2の方法では1997

年以前に 0、 同年以後に1と 設定する。メキシコの GDP成長率の米国の

それとの相関係数は第 1の方法で、ともに正値で、7=1の 場合の方が

7=0の推定よりも3倍以上の大きさで推定され、これはカナダの係数を
上回る。次にメキシコ製造業産出の増加率の米国のそれとの相関係数は、

第 1方法の r=0の 推定、第 1の方法の r=1、 そして第 2方法の7=
1の場合と順に大きい値が推定され、1997～ 2001年には欧州各国のそれを

上回る。以上からクエバス他 (2003)、 レーダーマン他 (2005)は NAFTA

以後メキシコでは GDP成長率でも製造業産出でも米国の景気循環との連

動化が進んだと結論する。他にはカステイージョ、ディアスーバウテイス

タ、フラゴソ (CastinO,Dttz― Bautista y FragOs0 2004)も 米国とメキシコ

の成長率、雇用を2002年まで比較し、循環の連動化が進んだと結論する。

2国間の貿易から景気循環の連動化を論じたものとしてトーレス、ベラ

(Torres y Vela 2002:21-26)が あるが、これはメキシコの対米貿易と同

国の GDP成長率の変化を比較して両国経済の連動化が進んだと結論する。

ところでメキシコでは産業内貿易の割合が高い (モ レーノ、パレルム

(MorenO y Palerln 2001))が 、これが連動化と混同されている可能性も

否定できない。チキアール、ラモスーフランシア (Chiquitt and Rarnos―
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Frarlcia 2004: 12-27)は この点に注意して2国間の製造業の産出を比較

し、1996年以降ビジネス・サイクルの連動化が認められるものの、2003年

以後には米国の製造業産出の回復に比べてメキシコのそれは小さく、連動

化のレベルが低下していると結論する。これら米墨経済の連動化の議論に

よれば、2000年以後メキシコの GDP成長率低下や貿易の停滞は米国の景

気後退を反映しており、近年の回復の遅れは中国、アジア諸国との競争の

結果と考えられる。

これに対して、貿易財部門とGDP成長率との間の関係に着日しつつ、

メキシヨでは輸出が成長率を牽引する役割が破綻したと結論するのがビ

ジャレアル (Vi■躍
“
a12005)で ある。ビジャレアル (2005:195)は 1990

年代から2000年以降までマキラドーラ部門と非マキラドーラ部門の輸出が

全く異なる趨勢を示すこと、また製造業部門の貿易増加が付加価値産出の

増加を伴つていないことを重視し、2000年以後には製造業輸出の60%以上

を占めるマキラドーラ部門と他製造業部門が非接合 (desarticulaci6n)の

状態にあるとする。この点は輸入財との競争の結果、多くの中小企業が閉

鎖に至ったことを検証 したハール、レロイーベル トラン、ベル トラン

(Haar,Leroy―Beltrm y Beltrm 2004:509-510)に よっても裏付けられる。

以上で論点となるのは、2001年以後の貿易停滞と成長率低下が外需後退に

よるのか、それともメキシコでの輸出主導型成長モデルの転換 (破綻 )

(Villarrea1 2004:186-204)の結果であるかだが、この点はⅢ章で検討す

る。

一方メルコスル 4カ 国の貿易額は2000年前後でも傾向に変化はなく、対

北米 3国、EU、 アジア輸出は2000年から2004年 までに全て100億 ドル以上

増加した。これに対してメルコスル域内の輸出額は1997年 に206.8億 ドル、

2002年には105。 7億 ドルヘと増減が大きかった。そして総輸出中の比率で

は域内輸出は1998年以後低下し、対北米・アジア輸出の比率が上昇した

(図 5)。

1990年代のブラジルとアルゼンチンの貿易・GDP成長率の関係の分析
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図 5 メルコスル相手国別輸出の輸出総額に占める比率 (%)

―
NAFTA― 米国 ―●一日本

―
EU15カ国

―
アジア ーーーメルコスル

出所 :ジ ェトロ『世界貿易マ トリクス各年版』httpノ /、爾wjetro.gOjp/b曲Ond/intemationaν

staty(2CX15年 12月 10日検索)。

としてカレーラ、イエヤッテイ、ストルスネッグル (Carrera, Yeyati y

Sturzenegger 2000:67-71)、 バルボーザーフイリォ (Barbosa_Fiho 2004)

がある。バルボーザーフイリォ (2004:6-10)に よれば、1980年から2002

年までのブラジルとアルゼンチンの輸出価格、輸入価格と交易条件の間の

相関関係を調べた結果、両国の輸出価格の間の相関が輸入価格間の相関よ

りも一層有意で、またブラジルの輸出価格とアルゼンチンの輸入価格の間

にタイムラグの無い有意な相関が検出された。つまり両国は国際市場に対

して比較的近い種類の財を輸出していると考えられることから、国際分業

関係の中でも近い位置にあるといえるが、ブラジルの輸出がアルゼンチン

の輸出に時間的に先行してこれを牽引していることがわかる。さらにブラ

ジルの GDP成長率と輸入からアルゼンチンの輸出へのグランジャー因果

性が検出できることから、プラジルの総需要がアルゼンチンの輸出に正に

作用しているといえる。

またメルコスルについては、米州開発銀行 (IDB: Inter―Amencan

Development Bank)発行の年次報告書がある。この2001/02年版は同年に

アルゼンチン、ブラジルで GDP成長率が同時に低下した点について、両

199519901980
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国で対外借入れが困難になったことが原因としている (Taccone and Nog_

ueira(eds.)2002:7)。

通貨危機後の両国経済の連動化 については、ヘイマン (Heram
2001)が GDP成長率よりもむしろ金融政策・為替管理の協調の可能性か

ら説明している。そして近年では、連動化どころか2004年の「冷蔵庫戦

争」に代表される両国間の貿易摩擦が重要課題になっている。タッコーネ、

ノイドイラ (Taccone and Nogueira(edS.)2004: 23-24)は 、2003年にアフレ

ゼンチンの景気回復に伴い対ブラジル輸入が増加したのに比べ、アルゼン

チンの変動相場制への移行にもかかわらず同国からメルコスル域内への輸

出が約10億 ドル減少したことについて、ブラジルの内需停滞が原因と分析

している。これは先述のバルボーザーフイリォ (2004)の 因果性検定の結

果とも整合的である。

2 産業構造と全要素生産性 TFPの変化
メキシコの輸出財部門と他部門との格差や連携の有無についてはいくつ

かの方法による分析がある。カサーレス (Casares 2004)は 1988～94年 と

1994～ 2000年 の 2期間において、産出に占める輸出の比率が高い部門と中

低度水準の部門との輸出入や付加価値産出の増加率を比較する。この推定

結果では、1994年以後にも部門間で輸出や雇用の増加率に大きな差はない

が、付加価値産出増加率は格差が大きい。また高輸出率部門が全体に占め

る比率でも、輸出では0.64(1994年 )と 0.71(2000年 )だが、付加価値産出

では0.24と 0.305(各同年)で後者の増加が大きい。仮に2部門間に強固な

連携があれば付加価値産出でもこうした格差は生じないはずで、部門間の

連携は弱かつたというのがカサーレス (2004:113-116)の結論である。

またトーネル、ウェスターマン、マルティネス (Tome■,Westerrnarm alld

Mattinez 2004:25-31)は 、貿易財部門と非貿易財部門では証券市場での

資金調達能力が異なることに着目し、1995年以後同国では構造改革が進ま

ず、加えて信用収縮に陥ったため非貿易財部門の成長が妨げられたと分析
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図6 メキシコ直接投資流入 項目別の全体に占める比率 (%)
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する。この両研究はNAFTA発効や貿易・資本移動の自由化が部門間格差

拡大の原因ではなく、適切なマクロ経済運営や構造改革が伴わなかった結

果こうした問題が生じたと分析する。

産業構造の変化とは、競争の結果投下資本の配分が変化することと考え

れば、これは部門間の生産性上昇率格差と関係するはずである。ロペスー

コルドバ、メスキータ (L6pez― C6rdova and Mesqluta 20031 11-15,21-

23)は、メキシコとブラジルについて地域統合が各産業のTFPに 影響す

るメカニズムを研究するため、独自に産業別資本投入量を推定しTFPを

計算する。

製造業全体ではTFP平均上昇率は、メキシコでは1986～ 90年の1.8%か

ら1993～2000年 には1.2%へ と低下したが、プラジルでは1986～98年 の

0.3%か ら1996～ 2000年に2.7%へ と上昇した。地域統合によるTFPへの

影響とは貿易を通じた影響と直接投資を介したそれに分類でき、前者は具

体的には国内外における外国財との競争は技術革新を刺激してプラスに働

くが、競争の結果資本の配置転換が進めばTFPが低下する企業・部門も

ありうる。この点について、ブラジルではメルコスル域内貿易によって一

層効率的な産業へ資本の転換が進み、多くの部門でTFP上昇が実現され

たという。しかし、ブラジルでは輸出促進政策や製造業輸出財の高技術水
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準化がメキシコに比べて遅れていることを考えれば、当該期間に製造業全

体の TFP上昇率がブラジルではメキシコの 2倍以上という結果は逆説的

とも言える。この点については第 3章で検討するが、産業レベルの研究と

しては、メキシコのアパレル産業が NAFTA以後も生産性改善が少ないこ

とを商品連鎖 (colllmOdtty chm)の 観点から分析したドゥッセル、ルイ

ス、ピオーレ (Dussel,Ruiz and Piore 2002)を はじめ、ジェレッフィ、ス

ピーナー、バイアー編 (Gereffi,Spener and Bair(eds.)2002)所 収の論文

がある。

ところでメキシコでは直接投資はTFP変化を介するまでもなく、それ

自体が産業構造を変化させたのではないかとも思われる。例えば自動車部

門で外資系企業と民族系企業の連携が形成されて工作機械部門が成長した

ことの研究としては、ガルシア、ラーラ (Garcia y Lara 2005)は じめ、フ

アレス、ラーラ、ブエノ編 (Juarez,Lara y Bueno(COmp.)2005)所 収の

論文がある。しかしドゥッセル、ガリンド (Dussel y Galindo 2002:75-

86)は直接投資の効果を賃金、雇用、貿易、投資に分けて実証 し、長期

的には直接投資フローと生産性、GDP成長率の間の関係は有意だが、

NAFTA発効後に限れば直接投資が GDP成長率や産業構造に与えた影響は

小さいとする。これはNAFTA発効後の直接投資は総じて利潤再投資が少

なく、金融・サービス部門の民営化に伴うものも多いため、雇用創出が限

定だったためと考えられる (図 6参照)。

一方メルコスルでは、1990年代に直接投資ブームと呼ばれるほど直接投

資流入が増加した。しかしブラジル・アルゼンチン間で外資主導による生

産過程の特化と産業内貿易が形成されたのは自動車部門のみで、他部門で

はそうした現象は観察されない (ChudnOvsky y L6pez 2001: 157-178,

2004)。 この点についてシュドゥノフスキー、ロペス (2004)は、アルゼ

ンチンに進出した外資系企業の行動が多くは市場探求型 (market seek―

ing)で、効率性探求型 (efflciency seeking)ゃ 戦略的資産探求型 (strate_

gic asset seeking)は 限定的だったためであると説明する。
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メルコスル内の産業構造の変化について、サンギネッテイ、 トライスタ

ラウ、マルテインクス (Sangllmetti,Tralstaru and Mtttincus 2004: 50-

61)に よれば、ウルグアイ、パラグアイは製造業内での特化が顕著だが、

ブラジル、アルゼンチンでは異なる。また後者 2国では輸送機械や化学産

業などの資本集約産業が拡大した一方で、繊維等の労働集約部門は縮小し

た。特に同報告は、アルゼンチンとブラジルでは化学、エンジン、プラス

チック、皮革製品等の部門で産業内貿易が拡大し、地理的に国境をまたぐ

地域でのクラスター形成も見られるとしている。

自動車産業についてブラムビージャ (Brambi■a 2005:14-26)は 、ブ

ラジル、アルゼンチン間の貿易による効用関数を設定し、メルコスル発効

に伴う貿易バランス規制の削減が両国で需給双方のメカニズムから効用を

引き上げたと結論する。浜口 (2005)は 空間経済学の方法を取り入れ、

各企業がアルゼンチン自動車産業の空洞化を回避する柔軟な対応をとって

いること、さらに域外輸出向け生産拠点として小型車やエンジン等に特化

を強めながら発展を模索していることを検証する。

3 雇用と賃金
この点についてはNAFTAが期待されたほどの雇用創出・賃金引上げ効

果をもたらさず、またメキシコでは地域ごとに賃金 。所得格差が拡大した

と結論する研究が多い。ドウツセル (Dusse1 2004:7-17;25-38)は 同国

製造業を部門別に分類し、賃金率と労働生産性上昇率の乖離を実証する。

その結果メキシコでは部門ごとに相違があるものの、製造業部門全体では

1994年から1998年 まで実質賃金上昇率が労働生産性上昇率を下回る状態が

続いた。同様の結果がアルゼンチン、プラジルでも見られることから、両

国とも貿易自由化が進む中で労働条件の全般的悪化とその部門間の格差の

拡大が進んできたという。

パルマ (Pttma 2003:14-41)、 ポラスキ (Polaski 2003:24-26;2004:

9-11)も NAFTA以後のメキシコの労働生産性と賃金の格差を検証 して米
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国、カナダのそれと比較し、メキシヨが不利な立場にあると結論する。ま

たハンソン (Hanson 2003:15-17)は州別の実質賃金変化を実証し、国

境近くの州では賃金上昇率が比較的高く南部では逆に低下したと結論する。

メルコスルについてはカルドーゾ (Cttdoso 2004)、 カステイージョ、

セサ、フイリッポ、ブリッスエラ、シュレーサー、ヨグル (Casti■ o,Cesa,

Fillippo,Brizuela,Schleser y Yogue1 2002:17-34)が 雇用の柔軟化 (■e対 _

bilization)の視点から分析しており、特に前者は労働条件の悪化と労使間

協議における労働者側の立場の不利化を指摘する。

4 為替管理と短期資本移動
ベヘナスーマルティネス (Vegenas_Marthez 2004:178-181)は 、NAFTA

発効以後、米国、カナダからメキシコヘの短期証券投資の収益率格差に対

する感応度が上がり、メキシコ金融市場の他 2国への統合が進んだことを

検証する。また為替管理についてアイケングリーン、テイラー (Eichen―

green and Taylor 2003:4-13)は 、NAFTAではメルコスル以上に構成国

の為替管理協調の可能性が拡大されたとする。グランデス、レイセン

(Grandes y Reisen 2005)は管理フロート制を実現した1997年以後のメキ

シコでは、(準)固定相場制から急激に完全変動制に移行したアルゼンチ

ン、ブラジルよりも高い投資率、貯蓄率が実現されたことを実証し、新興

市場諸国における管理フロート制の有用性を強調する。実際メキシコとブ

ラジルにおける実質為替レートの推移を見れば、メキシコのそれの方が変

化が安定的であるが、さらに両国において実質レートの変化が財輸出の対

GDP比に密接に関連していることがわかる (図 7、 8、 9、 10)。

以上から次の 2点が検証すべき論点として挙げられる。(1)メ キシコ

ではマキラドーラ部門と他部門との連関が NAFTA以後どう変化してきた

のか、(2)ブラジルの輸出部門はメキシコに比べれば製造業製品輸出の

比率は低いが、しかしメルコスル発効後のブラジルの方が NAFTA以後の

メキシコに比べて輸出向け主要製造業部門のTFP上昇率が高いのはなぜ
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図 7 メキシコ 実質為替レート指数
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図8 ブラジル 実質為替レート指数
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か。次章でこの
`点
の検証を試みる。

Ⅲ メキシコとブラジルにおける貿易と産業構造の変化
メキシコ貿易自由化 。輸出促進政策は1986年 の GATT加盟から開始さ

れ、サリーナス政権 (1988-94)下で本格的に着手された。これは外資導
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入促進と相まって進められたこともあり、総輸出に占める高技術水準製造

業製品の比率は1987年の7.1%から1999～2001年平均で28.5%ま で上昇し、

これは同時期ブラジルの11.6%、 中国の22.7%を も上回つている (Ku―

wayama and Durtt Lima 2003:13)。 このことをもってメキシコの輸出構

造が先進工業国型のそれに近づいているとする見方もありうるが、現実に

は2000年の同国輸出の83%は、マキラドーラ部門に加えて「再輸出のため

の一時輸入プログラム (Progralnas de lnportaci6n temporal ptta su

reexpo■aci6n)」 に則つたもので、その他の輸出の中では燃料、石油、鉱

業部門財が55%を 占めている (Dusse1 2002:13-14)。

またブラジルでは1990年代を通じて輸入に比べて輸出の増加率は低く、

1997年から1999年の間に49億 ドルの輸出減を記録した。メルコスル発効後

の1998年 に輸出特別プログラムが発表されたが即効的な効果は小さく、本

格的な輸出促進が着手されたのは第 2期カルドーゾ政権 (1999-2002)下

だった。つまり同国では総輸出に占める一次産品の割合は1999～ 2001年に

平均26.3%で、これはラテンアメリカ全体の平均値27.3%は下回るものの、

メキシコの同比11.5%に比べても依然高水準にあった。そしてルーラ政権

(2003-現在)下で新輸出政策が発表され、新たな輸出促進部門が定めら

れた。

1 貿易と製造業比率
メキシコの輸出は2000年に161.3億 ドルに達した後は120～ 130億 ドル前

後で推移し (表 1)、 マキラドーラと石油部門を除け|ル000年の81.6億 ド

ルを最高にその後は70億 ドル台が続いた。これを対 GDP比で見れば総輸

出、製造業部門輸出ともに1998年 を除いて2000年まで趨勢的に上昇した後、

特に製造業部門輸出は2001年末に3ポイントの低下を記録した (図 9)。

対照的にブラジルでは貿易収支勘定に表される輸出入は、ともに1999年初

頭の通貨危機から2001年まで同比で 5ポイント前後上昇し、製造業、半製

造業部門輸出は2002年に10。 3%に達した (図 10)。
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図9 メキシコ 総輸出入額 (サービスは含まない)の対 GDP比 (%)
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して計算 (2006年 3月 25日 検索)。

図10 ブラジル 総輸出入 (サ ービスは含まない)の対 GDP比 (%)
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表 2 メキシコ,ブラジル 製造業産出対 GDP比の推定結果
推定期間 :1995年第 1四半期～2004年第 4四半期

メキシヨ

ム(製造業産出/GDP)
ブラジル

△(製造業産出/GDP)

C

ム(民間消費/GDP)

ム(政府需要/GDP)

ム(固定資本形成/GDP)

」(総輸出
中/GDP)

△(製造業マキラドーラ輸出/GDP)

ム(製造業非マキラドーラ輸出/GDP)

0.7549

8.21)

0.1232

(1.112)

-0。 1081

(-10.2)

0.07037

(1.03)

0。 15975

(1.97の

0.6513

(5。 334)

0.3157

(3.194)

-0.0922

(-5。 968)

0。 0752

①。984)

-0,031

(-0.667)

0.0832

(1.799)

0。 1895

0。 7)

0。 7307

(6。 706)

-0.2904

(-2.51)

0.2723

(4.32)

0.0917

(3.737)

自由度修正済み R2

D.W.

F.値

0.817

2.02

43.48

0.8094

2.049

33.2773

８８０５
測
剛

０
。

１

７

*この総輸出にはサービスを含む (カ ッコ内はt値 )

出所 :筆者作成。

この違いを踏まえて、両国について製造業産出の対 GDP比 を従属変数

に、国民所得勘定の総需要の各項目を説明変数にとり、最小二乗法で推定

した結果は表 2の とおりである。またメキシコ (2)式では国民所得勘定

の項目の代わりに、国際収支勘定の財輸出から製造業マキラドーラ部門に

よる輸出と同非マキラドーラ部門によるものとを説明変数にとる。その結

果はブラジルの総輸出の係数は小さいが有意性はメキシコに比べて高く、

またメキシコではマキラドーラ部門輸出の係数は負値で有意性も低い。こ

こでマキラドーラ部門輸出と政府需要の係数が全て負値で推定されるのは、

これらの部門は、主にサービス部門を通じて GDPを拡大させる効果が大

きいためと考えられる。
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メキシコ 表 2(1)に よる “製造業産出/GDP"に対する寄与度分解

1995    1996

出所 :筆者作成。

図12 ブラジル "製造業産出/GDP"に対する寄与度分解
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出所 :筆者作成。

この結果を基に各説明変数の寄与度分解を行った結果が図11～ 14である。

図11と 図12の とおり輸出の寄与度はメキシコでは2001年以後低下が顕著だ

が、プラジルでは趨勢的に上昇している。そして図14ではマキラドーラ部

門と非マキラドーラ部門の輸出の寄与度が正負対照的な変化を示しており、
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図13 メキシコ 表 2(2)に よる寄与度分解 (1)

図14 同 (ii)
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またこの両者を民間消費の寄与度と比較しても明確な対応関係があるとは

言い難い。つまリマキラドーラ部門、非マキラドーラ輸出財部門、国内財

部門の 3者が一致して製造業産出の増加に貢献することはなかったことが

わかる。
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以上の結果は、1990年代以来一貫してマキラドーラ部門と他の製造業部

門との間に連携が形成されなかったというビジャレアル (2005)の主張と

整合的である。しかし少なくとも2000年まではメキシコでは輸出が製造業

産出増加に寄与していたのだから、ブラジルと比較しても、輸出財部門と

国内財部門との間の関係が2000年前後からの国際市場の変化に対応できる

構造であつたか否かが問題といえる。

2 製造業部門の産業構造と全要素生産性

貿易から製造業比率への影響の上述のような違いの根拠としては、まず

貿易相手地域が80%以上米国に集中しているメキシコと、EUやアジアに

まで多角化されているプラジルとの輸出の対 GDP比の違いが考えられる。

さらに貿易と直接投資が自由化されたことにより産業ごとの TFPの変化

を介して産業構造が変化するメカニズムが働いたと考えれば、産業別の

TFPの変化の推定が必要となる。

メキシコでは図15の とおり、NAFTA発効以後に主要輸出財部門の輸出

割合に大きな変化はなく、自動車と電子機械部門がほぼ一貫して20%以上

を占めている。しかしこの結果をロペスーコル ドバ、メスキータ (2003:

22)が示した貿易自由化以後の部門別 TFP平均変化率と比較すれば、や

や逆説的な結論が得られる。つまり同研究によればメキシコの製造業全体

のTFP上 昇率 は1.2%(1993～ 2000年)で、これ はプ ラジルの2.7%

(1996～ 2000年)に 比べて低 く、その中で も機械一般が5。 0%、 コン

ピユーター関連が7.3%と高い上昇率を記録している以外は、自動車部門

の TFP上昇率がマイナス0。 3%、 電子機械がマイナス1.4%、 基礎金属が

マイナス2.3%と 主要輸出産業にかぎってTFPは低下している。

輸出の製造業産出に対する寄与率が高かった1990年代に主要輸出産業の

TFPが低下したという結果は、これらの産業部門は資本ス トックと人的

資本の量的増加によって輸出・産出の拡大を実現したという推測を可能に

する。この点はドゥッセル (Dusse1 2004)の推定結果 (表 3)を利用 し
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図15 メキシコ 主要輸出部門の総輸出に占める害]合 (%)
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図16 メキシコ 主要輸入部門の総輸入に占める割合 (%)
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2004

て検証することができる。

表 3ではグループ1に属する産業にはメキシコの主要輸出部門がほぼす

べて含まれており、総輸出の50%近 くを占める。同部門の特徴としてはま

ず1994～ 2001年の期間に雇用では全体の3%前後しか占めていない一方で、

固定資本形成は全体の30%以上を占め同指数は201.5(1994年 )から293.8

2001
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表 3 メキシコ 産業部門グループ男U 各指数

年次

項 目
1994 1995 1996 1997 1998 1999 20CD 2001

総輸出に占める比率

(1)

(2)

(3)

43.17

24.59

13.12

46。 19

26。 29

12.16

46.41

24. 79

10.58

46.69

27.03

10.39

49.63

29.41

11.09

47.74

28.85

11。 19

46.77

26.35

9.68

48。 98

27.13

9。 6

固定資本形成

(全体の平均値=100)

(1)

(2)

(3)

32.06

11.33

56.6

32.6

12.05

55.35

33.02

11.95

55.02

35

11.8

53.17

36.23

12.騒

51.23

34.78

12.95

52.27

32.42

13.8

53,7

固定資本形成

(1988値 =100)

(1)

(2)

(3)

201.5

123

134.6

126

126.1

103.4

150。 9

133.9

119.1

209.1

145

132.6

23.2

151.7

138。 3

262.8

156.4

145.9

293.8

156.8

157

雇用指数

(全体の平均値 =10Cl)

(1)

(2)

(3)

2.8

27.6

69.57

2.69

27.67

69。 6

2.83

27.6

69.6

3.02

26.45

70.5

3.04

26.43

70.53

3.01

26.21

70。 7

3.05

25。 64

71.31

2.87

25.46

71.57

労働生産性

(全体の平均値=1∞ )

(1)

(2)

(3)

182.8

64.9

115

186.6

68.17

113.55

199。 6

69。 15

H2

196。 91

71.8

110.36

200。 15

72.18

110

201.19

72.8

109.8

202.6

72.6

109.4

204.1

73

109.6

労働生産性

(1988値 =100)

(1)

(2)

(3)

125。 66

121.1

101.4

123。 96

122.9

96。 67

134.9

126.8

97

13.9

135.3

98.3

139。 96

136.97

98,6

142.4

139.77

99。 6

149.8

145。 7

103.7

151.1

146.8

lm

労働者一人当り実質賃金

(1998年値=100)

(1)

(2)

(3)

107.2

114.0

127.6

92.8

96.4

109。 4

87.6

92.3

103.6

94.7

107.2

114.9

92.16

102.56

111.6

94.7

107.1

114.9

100。 1

H6.2

120.2

104.15

119.6

125.15

労働生産性マイナス

実質賃金

(と もに1988値 =100)

(1)

(2)

(3)

18.44

7.05

-26.2〔

31.15

26.5

-12.7Z

47.25

34.46

-6.55

47.11

35。 11

-10.11

47.8

34.4

-13.0乏

47.67

32.65

-15。 21

49.65

29.47

-16.5

46.98

27.18

-21.1

グループ (1):肥料、ゴム製品、製糸・ファイバー繊維、基礎石油化学、樹脂、石油精製関
連、化学製品、非電気機械、電子機械、自動車、金属家具、非鉄金属、その他

製造業、その他金属 .

グループ (2):(1)以 外の繊維、その他化学製品、皮革製品、製鉄製品、アルコール飲料、
電動機械 ((1)以外 )、 家電製品、ガラス製品、被服、食料品、プラスチック
製品、輸送機械、煙草、内・乳製品、飲料 他 .

グループ (3):原 油・天然ガス、建設関連、商業、他のサービス部門、牧畜業、セメント、
自動車部品、食料品 ((2)以外)

出ワ子:Dussel(2004: 29-31),Cuadr0 6,Cuadro 7.
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図17 プラジル 主要輸出部門の総輸出に占める割合 (%)

1995    1996    1997    1998    1999    2000    2001    2002    2003    2004

出所 :ブ ラジル中央銀行。Banco Central do Brasl,http=Il… .bCb・gOv.br/?INDICATORS

“Econonic lndicators,Econorrtlc and Finance,Tlrne Se五 es,l Econonuc Activity,1.l Real

sector.(2005年 12月 20日 検索 )

(2000年)ま で上昇した。そして労働生産性は平均的水準に比べて2倍以

上の高さで上昇率も最高だが、実質賃金は当該期間中に低下している。つ

まリメキシコにおける1990年代の主要輸出産業部門は、実質賃金を抑制す

ることで資本ストックの量的拡大を実現し、その結果労働生産性の顕著な

上昇を見たが、同期間にTFPは逆に低下したことから、技術革新による

資本生産性の上昇にはむしろ消極的であったといえる。

以上の結果を踏まえて図16の主要輸入産業の比率を見れば興味深い考察

が得られる。図15と 同様に構成に大きな変化はなく、工作機械、電子機械、

自動車部品など主要輸出産業と同一かまたは同じ工程の近い段階に属する

産業が輸入でも主要部門を占めている。つまり主要輸出産業における資本

ストックの量的拡大とは、実際にはこれら物的資本を輸入することで成り

立っていたと考えられるのである。こうした構造は2000年から実施された

「部 門別強化 プログラム PROSEC(Programas de Fomento Sectorial)」 の

結果、その後も定着された。PROSECと は特定の資本財部門22部 門につ
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出所 :図 17に 同じ。

いて個別に輸入関税削減を定めたもので、これらの部門で輸入資本財への

依存を高める結果をもたらした。

この点については、ブラジルでは対照的な観察結果が得られる。同国製

造業では部門ごとに成長率の変動が激しいが、主要輸出産業の構成変化も

著しい (図 17)。 通貨危機以後2004年まで、一次産品が輸出に占める比率

は年平均で4.4ポ イント上昇 し、製造業製品は1998年 の平均57.8%か ら

2004年には54.8%ま で低下した。さらに製造業輸出の構成をみれば、1999

年から上昇した航空機とアパレル部門の比率は2002年以後低下し、同年か

ら自動車部品と燃料関連が増加した。特に燃料部門の比率は、2002年以後、

原油価格上昇と対アルゼンチン輸出の増加を反映して上昇した。

ブラジルの貿易動向をロペスーコルドバ、メスキータ (2003:22)が示

す部門別 TFP上昇率と比較すれば、メキシコに比べて輸出とTFP上昇率

の相関が高い理由が明らかになる (図 18、 表 4)。 この間、特にTFP上昇

率が高い「その他輸送機器」の大部分は航空機で、同部門は1998～2000年

に総輸出に占める比率が急上昇した。他にも自動車部品、製紙などTFP

上昇率が上位を占める分野ほど、199o年代から現在にかけて輸出比率が上

地域統合の意義と開発モデルの再検討

図18 ブラジル 主要輸入部門の総輸入に占める割合 (%)
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表4 ブラジル製造業の全要素生産性上昇率 (年率%) 1996～2000年

輸送機械 通信機械 化 学

家電製品 アパ レル 金属加工 -2.5

コンピューター 7.2 全製造業 2.7 ゴム・プラスチック -2.9

製紙 非鉄鉱業 皮革 -0.1

木材製品 食料品 2.7 機械 -0.6

精密機械 製鉄 その他

出所 :Lopё z―C6rdova and Mesquita(2003: 22).

昇して主要輸出品となっている。そして主要輸出部門と輸入部門を比較す

れば、輸入の方が機械部品、輸送機械部品など製造工程の川上部門に属す

るものが中心となっている。ブラジルはメキシコに比べて一次産品輸出の

比率が高く、また製造業製品輸出の中でも高技術水準財の比率が低いが、

製造業全体では加工産業財輸出の体制が構築されているといえる。

メキシコとプラジルに関する検証結果から得られる結論をまとめておこ

う。メキシコでは輸出から製造業産出に対する寄与度が1990年代には大き

かったが、2001年以後急減し、さらにマキラドーラ部門輸出、非マキラ

ドーラ部門輸出と国内民間消費の同産出に対する寄与度は全く異なる推移

を示してきた。ここから、メキシコカ認001年以後 NAFTAのメリットを享

受しがたい状況にあることは、単に外需減退による輸出の停滞だけの問題

ではなく、同国の輸出主導型開発モデルの破綻だつたと考えられる。そし

て実はこの輸出主導型開発も、TFP上昇によつて実現されたのではなく、

輸入による物的資本の量的拡大によつて成り立っていたといえるのである。

つまり、やや単純な言い方をすれば、NAFTA以後のメキシコで採用され

てきた開発モデルとは、輸出主導型開発というよりは、輸出主導型輸入促

進モデルだったことになる。逆にブラジルでは、製造業製品輸出の比率は

いまだ低いが、TFP上昇率の高い部門を中心にした輸出向け加工製造の

体制が作られている。ブラジルで近年比較的順調な輸出主導型成長が見ら

れるのは、2002年 の実質為替下落やメルコスル全体での輸出相手地域の多
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角化といつた要因だけでなく、こうした開発モデルが実現されてきたこと

が重要な要因なのである。

Ⅳ むすびにかえて

最後に本稿で得られた結論をまとめておこう。米国の経常赤字が国際経

済全体の問題と言われる現在、ラテンアメリカ諸国は1990年代のごとき対

米輸出の拡大は期待しがたいし、さらに、2000年以後、輸出とGDP成長

率の相関関係も低下している。この点は貿易の対米依存度が高いメキシコ

には特に妥当する。同国の2001年以後の輸出入の停滞は単に外需停滞によ

るものではなく、マキラドーラ部門、主要輸出財部門と非貿易財部門との

間で同時に製造業産出拡大に寄与するだけの連携が構築されなかったこと

から輸出が製造業全体を牽引する役割が破綻したのである。。これら主要

輸出産業の多くでは、1990年代を通じて技術革新によるTFP上昇が図ら

れず、輸入による物的資本の量的拡大によって外需に対応する体制が作ら

れたのであり、こうした意味での輸出向け製造業部門の役割力2001年以後

破綻したのである。

ならばメキシコやブラジルでは今後いかなる開発モデルに沿った政策が

適切であるのか。フォックス政権 (2000-現在)は従来の「硬直的な」労

使関係法を改正して雇用の柔軟化を進めることでコスト削減、輸出競争力

強化を目指すという方向性をとってきた。しかし本稿の見解ではこの政策

が輸出主導型開発を実現する即効性があるとは考えられず、逆に、内需主

導による製造業の拡充と、そのための内需の育成が望まれる。もっとも推

定結果から判断すれば、公的部門の需要が製造業の成長に貢献するとは考

えられず、内需とは個人消費需要と投資需要と理解されるべきである。ま

たブラジルについては、本稿では肯定的側面に焦点を当てたが、外需主導

型開発が現在は順調に実現されているものの、2003年 までは実質高金利に

よる投資需要の落ち込みが懸念されていた。内需重視の開発モデルが望ま

れることは、メキシコもブラジルも同じなのである。
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言主

1)制度的にはNAFTAは 自由貿易協定 FTA、 メルコスルは関税同盟という違
いがあるが、本稿ではこの点には立ち入らず、地域統合という名称で両者を

一括する。

2)中国、香港、インドネシア、韓国、マレーシア、フイリピン、シンガポー
ル、タイ、台湾の経常黒字総計は2004年 に1860億 ドルでこれは全体のGDPの
5.3%に当たる (IMF 2005:7-11)。

3)南北アメリカ大陸の FTA、 関税同盟については安原 (2006)も 参照された

4)需要サイドを重視する理論によれば、輸出は国際収支制約・外貨制約を緩
和し重要な成長の原動力となる。ただしこの理論では、規模に関する収穫逓

増とそれに伴う生産性上昇が前提とされる (■士lwal1 2002: 52-65、 サール

ウォール2003: 43-52)。 メキシコのように輸出が輸入増加とTFP低下を伴
うのは、開発の国際収支制約が観察される典型的な例といえる。
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